
１ 時代の変化への対応策
（構成及び期間設定）

・時代の変化が急激
・計画期間が長すぎると社会経済情勢や法
制度等の変化に対応できず、計画が形骸
化する恐れ
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・基本構想は平成３年策定
・計画期間は平成37（2025）年までの34年
・基本計画は平成12年度策定
・計画期間は平成22年度までの10年間

市の現状

「これからの総合計画が備えるべき要件」について

２ まちづくりの主体

・市民ニーズが多様化し、すべてを行政サービ
スで担うことが難しくなっている。
・市の財政状況が非常に厳しい状況にある。
・震災以降、ボランティアやＮＰＯ活動が活発化
している。
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・「協働のまちづくりの基本方向」を策定し、取
組みを推進
・社会福祉協議会が町内会を統括しているが、
組織の高齢化や負担の集中、地域における
組織率の差などが見られる。

市の現状
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３ 計画を動かすマネジメントの仕組みの構築

・財政見通しを踏まえた実現可能な計画策
定の必要性
・事業にメリハリをつけ、財政が厳しい中で
時代の要請に応えていく必要性
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・第2次基本計画における「施策の展開方向」
には目標値等を設定していない。
・税収が落ち込む一方で扶助費などの義務的
な経費が増加し、財政状況が極めて厳しくなっ
ている。

市の現状

４ 簡素でわかりやすい計画

・協働のまちづくりを進める上で、市民に意識され、共
有される計画にする必要性
・職員にとって参照しやすい計画にする必要性
・進行管理の基準が明確な計画にする必要性
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・第2次基本計画の施策体系は、
６部-17章-43節-227「施策の展開方向」
・「施策の展開方向」は文章で記載され、文章
量が多い。
・指標・目標等の設定はない

市の現状


